
⽔防災意識社会再構築協議会の検討経緯

平成27年12⽉11⽇ ⽔防災意識社会再構築ビジョンの策定
（国⼟交通省 ⽔管理・国⼟保全局）

平成28年5⽉30⽇ 第1回 ⽔防災意識社会再構築協議会（⼩丸川）

平成28年6⽉1⽇ 第1回 ⽔防災意識社会再構築協議会（⼤淀川下流）

平成28年6⽉2⽇ 第1回 ⽔防災意識社会再構築協議会（⼤淀川上流）

・平成17年台⾵第14号災害を契機になされた提⾔「⽔害に強い地域づくりのあ
り⽅について」を基に取組状況と課題を整理し、新たな減災に係わる取組⽅針
をまとめることを確認した。

・現状での⽔害リスクや提⾔を踏まえた減災の取組状況について確認した。
・本協議会においてとりまとめる「減災の取組⽅針」の⽬標を決定した。

平成28年8⽉4⽇ 第1回 ⽔防災意識社会再構築幹事会（合同開催）
・提言を踏まえた減災の取組状況と課題について、各機関からの情報により作成
した資料で確認した。

・次回協議会にて策定する「減災に係る取組方針」に記載する内容の骨子及び
「概ね5年で実施する具体的取組」について確認した。

・幹事会結果を基に取組方針（案）を作成し、各機関で確認後、次回協議会に提
案することで了承された。

平成28年8⽉31⽇ 第2回 ⽔防災意識社会再構築協議会（合同開催）
・減災に係る取組⽅針の策定
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「第１回 水防災意識社会再構築協議会（小丸川）」開催

平成２７年９月関東・東北豪雨により大規模な浸水被害が発生したことを踏まえ、市町、
河川管理者、県等が連携・協力し、減災のための目標を共有し、ハード対策とソフト対策を
一体的、計画的な推進により、社会全体で常に洪水に備える「水防災意識社会」を再構築す
ることを目的として協議会を設置しました。

今回の協議会では、現状での水害リスク、平成17年9月洪水を契機に提言を受けた「水害
に強い地域づくりのあり方について」に対する取組状況等の情報共有、減災のための目標や
具体的な取り組むべき内容を定めた「取組方針」の策定に向けた意見交換を行いました。

議事内容

協議会の構成委員開催概要

○ 日時：平成28年5月30日（月）
○ 会場：木城町役場会議室 所 属 役 職 氏 名

高鍋町 町長 小澤 浩一

木城町 町長 半渡 英俊

宮崎県 総務部危機管理局長 平原 利明

宮崎県 県土整備部河川課長 阿佐 真一

気象庁 宮崎地方気象台長 小泉 岳司

国土交通省 宮崎河川国道事務所長 鈴木 彰一

委員の方の主な発言

・協議会の規約について合意形成がなされた。
・現状での水害リスクや「水害に強い地域づくりの

あり方について」への取組状況について共通認識
を得た。

・減災のための目標等について意見交換を行った。

・平成17年災害や近年の雨の降り方をみれば、
小丸川でも施設だけでは守り切れない洪水が
いつ発生するかわからない。

・近年悩まされている内水被害等も踏まえた検討
が必要である。

高鍋町長

木城町長
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「第１回 水防災意識社会再構築協議会（大淀川下流）」開催

議事内容

協議会構成委員開催概要

○ 日時：平成28年6月1日（水）
○ 会場：宮崎河川国道事務所別館会議室

委員の方の主な発言

所 属 役 職 氏 名

宮崎市 市長 戸敷 正

国富町 町長 河野 利美

綾町 町長 前田 穣

宮崎県 総務部危機管理局長 平原 利明

宮崎県 県土整備部河川課長 阿佐 真一

気象庁 宮崎地方気象台長 小泉 岳司

国土交通省 宮崎河川国道事務所長 鈴木 彰一

・平成17年の災害後に出された「提言」を現時点
で見直せば、さらに良いものができると思う。

・平成17年災害以上の洪水は必ず発生するとの認
識を持って備えることが重要。

・防災士の支援やネットワークの構築など、住民に
水防災の意識を持ってもらう取り組みが重要。

平成２７年９月関東・東北豪雨により大規模な浸水被害が発生したことを踏まえ、市町、
河川管理者、県等が連携・協力し、減災のための目標を共有し、ハード対策とソフト対策を
一体的、計画的な推進により、社会全体で常に洪水に備える「水防災意識社会」を再構築す
ることを目的として協議会を設置しました。

今回の協議会では、現状での水害リスク、平成17年9月洪水を契機に提言を受けた「水害
に強い地域づくりのあり方について」に対する取組状況等の情報共有、減災のための目標や
具体的な取り組むべき内容を定めた「取組方針」の策定に向けた意見交換を行いました。

・協議会の規約について合意形成がなされた。
・現状での水害リスクや「水害に強い地域づくりの

あり方について」への取組状況について共通認識
を得た。

・減災のための目標等について意見交換を行った。

宮崎市長

国富町長 綾町長
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「第１回 水防災意識社会再構築協議会（大淀川上流）」開催

協議会構成委員開催概要

○ 日時：平成28年6月2日（木）
○ 会場：都城市役所会議室

委員の方の主な発言

所 属 役 職 氏 名

都城市 市長 池田 宜永

宮崎県 総務部危機管理局長 平原 利明

宮崎県 県土整備部河川課長 阿佐 真一

気象庁 宮崎地方気象台長 小泉 岳司

国土交通省 宮崎河川国道事務所長 鈴木 彰一

都城市長

・これまでの災害事例をみても、災害発生直後は
行政支援が届きにくく、命を守るためには自助
・共助が重要である。

・情報が「つたわる」環境づくりなど、住民目線
のソフト対策が必要。

平成２７年９月関東・東北豪雨により大規模な浸水被害が発生したことを踏まえ、市町、
河川管理者、県等が連携・協力し、減災のための目標を共有し、ハード対策とソフト対策を
一体的、計画的な推進により、社会全体で常に洪水に備える「水防災意識社会」を再構築す
ることを目的として協議会を設置しました。

今回の協議会では、現状での水害リスク、平成17年9月洪水を契機に提言を受けた「水害
に強い地域づくりのあり方について」に対する取組状況等の情報共有、減災のための目標や
具体的な取り組むべき内容を定めた「取組方針」の策定に向けた意見交換を行いました。

議事内容

・協議会の規約について合意形成がなされた。
・現状での水害リスクや「水害に強い地域づくりの

あり方について」への取組状況について共通認識
を得た。

・減災のための目標等について意見交換を行った。
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「水防災意識社会再構築協議会（大淀川上流・大淀川下流・小丸川）」

第1回幹事会 議事概要

平成28年5月30日から6月2日にかけて開催された、第1回協議会にて、今

後概ね５年間で減災に係る取組を推進することと、その目標を確認したことを

踏まえ、平成28年8月4日に第1回幹事会を3協議会合同で開催し、その取組方

針に定める具体的な内容等について意見交換を行いました。

幹事名簿

開催概要

○ 日時：平成28年8月4日（木）
○ 会場：国富町役場 会議室

主な意見等

・具体的取組の目標時期については、会議後、検討して報告する。

・CCTVカメラによるライブ画像提供を受けているが、防災に有効である。

・県管理河川における「想定し得る最大規模降雨による浸水想定区域図」についても、優先

順位を考えて推進したい。

・河川整備による流下能力向上も推進して欲しい。

・「水害に強い地域作りのあり方について（提言）」を踏まえた減災の取組状況と課題に関

し、各機関からの情報を基に作成した資料により確認した。

・次回協議会にて策定する「減災に係る取組方針」に記載する内容の骨子及び「概ね5年で

実施する具体的取組」について確認した。

・幹事会結果を基に取組方針（案）を作成し、各機関で確認後、次回協議会に提案すること

で了承された。

議事内容

役 職 協 議 会
総務部 危機管理課長 海田 英昭
土木部 維持管理課長 山下 義寛
土木部 下水道課長 羽田野 徳寿
総務部　機器管理局 危機管理課長 岡田 繁樹
建設部 土木課長 長友 浩一
消防局 警防課長 日髙 俊郎

総務課長 日髙 利夫
都市建設課長 武田 孝章
総務税政課長 中薗 兼次
建設課長 行田 明生
総務課長 森 弘道
建設管理課長 恵利 弘一
総務課長 中村 宏規
環境整備課長 河野 浩俊
福祉保健課長 小野 浩司

総務部危機管理局 危機管理課長補佐 佐藤 知徳
河川課長補佐 小倉 弘康
都市計画課長補佐 平部 隆典

都城土木事務所 河川砂防課長 大森 高広
宮崎土木事務所 河川砂防・都市公園課長 奥松 秀樹
高岡土木事務所 工務課長 井野 隆博
高鍋土木事務所 工務課長 杉本 一隆 小丸

気象庁 宮崎地方気象台 次長 関根 健二
副所長 飯田 茂幸
工務第一課長 仲武 浩仁
河川管理課長 工藤 秀樹
調査第一課長 東 和彦
都城出張所長 時任 勝宏 上流
宮崎出張所長 中村 豊樹
高岡出張所長 川添 義弘
本庄出張所長 長田 茂美
高鍋出張所長 田上 誠二 小丸

下流

県土整備部

国土交通省
宮崎河川国道事務所

機 関 名

宮崎県

氏 名

上流

下流

小丸

３協議会

上流

下流

３協議会

都城市

宮崎市

国富町

綾町

高鍋町

木城町
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